
2 この場合、解除した者は相手方に対して11害の賠償を請求することができ、解除された者は損害
の賠償を請求することができない。

(紛争の解決)
第 17条 この契約について、紛争がアliじ たときは、本物件の所在地の裁判所を第一審竹‖;1裁判所とし、
または裁判外の紛争処}早機関によって、その解決を図るものとする。

(補則)

第 18条  この契約書に定めのない事項については、必要に応じ注文者と請魚者が誠意をもって協議し
て定める。

(特定商取引に関する法律の廼用を受ける場合のクーリングオフについての説明書)

ご契約いただきますリフォームエ事またはインテリア商品等販売が「特定商

取引に関する法律」の適用を受ける場合 (注 )で、ク_リ ングオフを行おうとす

る場合には、この説明書・工事請負契約約款を充分お読み下さいc
(注 「特定商取り|に関する法律」の適用を受ける坊合 :訪問lFぇ九、電話勧誘販ゲこによる取り|

I 契約の解除 (ク ーリングオフ)を行おうとする場合
①「特定商取引に関する法律」の適用を受ける場合 ど

十で、クーリングオフを

行おうとする場合には、この苦ihfを 受領した日から起算して8日 以内は、

お客様 (注文者)は書而をもって工事請負契約の解除 (ク ーリングオフと
呼びます)ができ、その効力は解除する旨の書面をア売(し たときに生ずるも
のとします。ただし、次のような場合等にはクーリングオフの権利行使は

できません。

ア)お客様 (注文者)がリフォームエ事建物等を営業用に利用する場合や、
お客様 (注文者)か らのご請求によりご自宅でのお中し込みまたはご

契約を行った場合等

イ)壁紙などの消耗品を使用 (最小包装単位)ま たは、3,000円未満の現金
取引

②上記クーリングオフの行使を妨げるために請負者が不実のことを告げたこ

とによりお客様 (注文者)が誤認し、または威迫したことにより困惑してクー

リングオフを行わなかった場合は、請負者から、クーリングオフ妨害の解

消のための書而が交付され、その内容について説,Jを受けた日から8日 を

経過するまではi中面によリクーリングオフすることができますc

Ⅱ上記期間内に契約の解除 (ク ーリングオフ)があった錫合
①請負者は契約の解除に伴う損害賠償または達約金支払を請求することはあ

りませんc

の契約の解除があった場合に、既に商品の引渡しが行われているときは、そ

の引取りに要する費用は請負者の負担としますc

①契約解除のお申し出の際に既に受領した金員がある場合は、すみやかにそ

の全額を無利息にて返還いたします。

④役務の提供に伴い、土地または建物その他の工作物の現状が変更された場

合には、お客様 (注文者)は無料で元の状態にもどすよう請求することが
できます。

⑤すでに役務が提供されたときにおいても、請負者は、お客様 (注文者)に

提供した役務の対価、その他の金銭の支払を請求することはありません。

*』再,Dと される星を著しく超える商品な房C')契約を紺ん「汎 合は、契約後
一れ寸欄は契約♂)解舶 ミ可,隣こなる場昨沸あ`ります

*クーユ
'ン
クオフにおける書面、文♯,よオ手定商J丈,1法の角や

'く

ti、 電 J■メール寺ではなく、耐 、l本の善面年に拠るものでなければならないとさ
ブしています

住宅 リフォームエ事

請負契約書
印紙貼付欄

本契約書、住宅リフォームエ事請負契約約款及び添付の見積書、仕様書、設計図等にもとづいて、

工事請負契約を結ぶ。この契約の証として本書を2通作成し、当事者が記名押印の上、それぞれ1通を保有する。

1.工事名称  ○ ○ 様 邸 △ △ 工 事

2.工事場所 現場住所

3.工事期間 年  月  日 より 年  月  日 まで

4.請負金額
金   000,000 円 (税込)

うち工
｀
li ll i格 (i肖ゴセ税竹なiを 除く)

lk引 に係る消費税等額

全 000,000 円

000

5.支払方法

※お振込みの際、振込手数料はお客様ご負担となりますのでご了承ください。

6.添付書類  □ 見積書 回仕様書 □設計図 □ その他 (

年   月  日

注 文 者

住  所

氏  名 @

電話番号

住  所 福岡県久留米市安武町安武本3301

名 称 フソ~システム株式会社

代表者 桑田 英二郎 41) 担当者

契約締結時 年    月   日 円 (税込)

年    月 日 円 (税込)

年    月 日 金 円 (税込)

振込先 筑邦銀行  本店営業部 普通 3096755  フソーシステム(力

請 負 者

電話番号 0942-27-0001 FAX番号 0942-27-0009



住宅リフォームエ事請負契約約款
(総則)
第 1条 注文者と請魚者は、日本国の法を過守し、拘iいに協力し、信義を守り、この約款に基づき、各々
il,ltりこにこの契約を肢行する.

(一括下請負・一括委任の禁止)

第 2条 あらかじめ注文者の書 i白i(電子メール等含む)に よるノ子(諾を得た場合を除き、請負者は請負者
のザt任において、工rJ「の全部または大部分を、一括して前チ1者 の指定する者に委任またはれIケ 1わせる

ことができない。

(権利・義務などの譲渡の禁止)

第3条 注え者及び請負背は、相手方からの甫面 (電了メール寺含む)に よる承諾を得なければ、この
契約から生ずる権利または義務を、第二者に譲渡することまたは継小させることはできない。
2 注文者および請負者は、相手方からの吉面 (電子メールキ含む)に よる承話を得なければ、契約
の目的物、検令済の 1:事材料 (製造 に場などにある製IIIIを 含む‐ 建築設備の機器を第二者に譲波す
ること、もしくは貸与すること、または抵当権その他の主R保の目的に供することはできない。

(完了確認・代金支払い)

第4条 I事 を終 J´ したときは、注文 [子 と請負とは両者立会いのもと契約の目的物を確認し、注文者は
請負契約書記載の刃J日 までに請負代金の文Jど、いを完了する。

(支給材料、貸与品)
第 5条 注文者からの文給羽料または貸与品がある場合には、その受渡期日および受渡場所は注文者と
請負者の協議の上決める。
2 請負とは、支給材*1ま たは貸り判〒1の受領後すみやかに検収するものとし、不良IFIに ついては注文
者に対し交ダ入・ を求めることができる。
3 請負者は文給羽半|ま たは貸与品を苦史な管理者として使用または保管するЭ
(第二者への損害および第二者との紛議)

第 6条 施上により、第二者に損害を及ぼしたとき、または紛議を生じたときは、注文帝と請負考が協
力して処P!チIキ決にあたるЭ
2 前項に要した費用は、請負者の黄に帰すべき事出によって生じたものについては、請負音の負すR
とし、注文口/の責に帰すべき可i肘1に よって生じたものについては、注文者の負挫とする。なお、大丈

方の責に帰すべき奪i由による場合は協議により負担をクとめるものとするぅ

(不可抗力による損害)
第 7条  天災その他自然的または人為的な可

'象
であって、注文者・請負者いずれにもその責を帰するこ

とのできない事山 (以下「不可抗力」という)に よって、工事済部分、工事仮設物、工事現場に搬入
したItti材料 '建築設備の機器 (有償支給材料を含む)ま たはIEJi用推器について,1客がユliじ たとき
は、請負者は、事実発生後速やかにその状況を注文者に通知する。
2 前項の損害について、注文音・請負者が協議して重大なもの、かつ、請負者が善良な管理者とし
ての注意をしたと認められるものは、注文者がこれを負担する。

3 火災保険・匙ii受工!〕「保険その他lttilを でん袖するものがあるときは、それらの額を前可tの注文 1/
の負担額から控除する。

(契約に適合しない場合の担保責任)

第 8条 引き波された目的物が契約の内容に適合しないものがある場合、請負者は引波しから2年間民
法の定める責任を負う。ただし、

7文

'葬
設イi行の機器本体、室内仕ィliげ・装飾、家具、植栽等において契

約の内容に適合しない勤合は、引波しから1年 とする。

2 前項の規定にかかわらず、請負者が別段の保証吉等を発行している坊合には、当該保証吉等の定
めによるものとする。
3 前 2り tの規ケとにかかわらず、第5条にジ1(づ く注文者からの文給材料または貸り‖,な らびに注文 1/
の指ⅨIが原′、lで 目的物の不j芭合が発生した場合には請魚者は責任を負わないものとする。

(打ち合わせに基づく施工が不可能もしくは不適切な場合)

第 9条 施 liに あたり、通常の事前調査では予測イく可能な状》とにより、打ち合わせに込づく施 I:がイく可能、
もしくは不適切な場合は、注文者と請負者が協議して、実情に適するように内容を変更する。
2 前項において、I期、請負代令を変更する必要がある場合は、注文者と請負者が第 10条に共づ
いて協議してこれを決めるЭ

(工事および工期の変更)

第 10条 注文者は、必要がある場合にはI芋の追加、変更を中し入れすることができる。
2 前項の追加・変更工事の内容は、注文者と請負者の合意により決める。
3 前項の合意により定められた追加・変更I事により、追加工事代金が発生した勃合や請負者に損
;i干を及ぼした場合は、市

`負

者は注文名に対してその支払いまたは賠償を求めることができるっ
4 請負者は、不可抗力その他下当な理由があるときは、注文者に対してその}早出を明示して、追加
I刊「代金およびI期のアィJ千長を求めることができる。追加I司 :代金および延1(H数は、追加Iを 1「代金
および二L期の延長を求める理由に応じて、注文者と請負者が協議して決める。

(注文者の中止権・解除権)
第 11条 注文者は、必要がある場合には、書 1白 it電子メール等含む|を もって工:〕手を中止しまたはこ

の契約を解除することがで恙る。これにより詰Jl猪 に発生したltii手 を注文者力】常tiける義務を負う。
2 注文者は講負皆がili当 な理由なく工事をしない場合、相当期|IJを 定めて書Itti(電子メール等含む)
をもって伴告し、その期 |IU内 に履行がない坊合はこの契約を解除することができるぅただし、射 |IJ

を経過したときにおける債務のイく履行がその契約および取りl liの社会通念に照らして軽微であると

きはこの限りではない。
3 次の各号の一にあたるときは、注文者は、苦ini(電子メール等含む)を もって■1手を将来に向かっ
て中止し、またはこの契約を解除することができる。この場合、注文とは、発生した損害を請負皆
に請求することができる。ただし、その原因が注文者にある勤合にはこの限りではない。
一 前負狩がうli当 なPI!曲 なく、オ′「手サ明日を辿ぎても工 J「にテriェ しないとき。
I 可:当な理由なく工事が工程表より帝しく

'Eれ

、工期内または期限後オH当期間内に、請負者が工

11を完成するうと込がないと認められるときЭ
三 請負者が強竹J執行を受け、資金4ぐ足による手形・小切手の不渡りを出し、破産・会社更生・会
社率1甲 ,特別清算の中し立てをし、もしくは受け、または民事再生の中し立てをするなど、請負

者が工」「を続行できないおそれがあると認められるとき。
四 請負者が第 12条第 1項 (注 文者の責による工事の中 I卜椎)の各号の に規うとする理由がない
のに、この契約の解除を中し出たときG
五 その他、請負者がこの処約に違lた し、そのため契約の目的が達成できなくなったと認められる
ときЭ

(請負者の中止権・解除権)
第 12条  注文イが、次の各をの一にあたる義務逃lえをしたとき、前Jl者が引1当 の〕切1出1を定めてilヤ Ihi(1こ
rメ ール等含む)を もって鮮告してもなお注文者がこれを足止しない場合は、請負考は、「|:事 を中 Ili
しまたはこの契約を解除することができる。
正当なテ早由なく前払または部分払を遅淵;したとき。
ニ ユI:ゴ '4な〕ユl山なく第7条第2項、第9条第 1項、第2項および第10条弟4項による協議に応じないとき。
三 :li事用地寺を請負者の使用に供することができないため、または不刊抗力などのため請負考が

施 にできないときЭ
四 前各号のほか、注文者の責に帰すべき理由により工:j:が著しく遅延したとき。
2 前負イは、前J(に プt(づ くIJ「の退延または中止瑚1円が、当初の:I:サ明の3分の 1以上になったとき、
または2か すJ tt liに なったときは書両 (電子メール等含む)を もってこの契約を解除することがで
きる。
3 注文1/が、正当なJ!IIIな く前払いまたは引

`分

払いを引:否する意思を明確に表示したときは、詰負
者は苦 I白i(電子メール等含む)を もって工ll「を将来に向かって中止し、またはこの契約を解除する
ことができる。
4 前各項の場合、請兵哲は注文静に11存の賠償を請求することができるc
(解除に伴う措置)
第 13条 市12条により、注文者または請負者がこの契約を解除したときは、出来形部分およびIPJ手材料・
建築設引i機器等の処理を含めて、II:文 哲と請負者が脇議した liで、注文哲は請負者に対して出来形部

分の未払い分を支″、い、過払いがあるときは、請負者は過払い額について注文者に文,、 う。
2 前】(の協 I読の際には、ユ41「者に属する物件について、その期 出↓を,こめてその引al又 り、後片付け等
の処 i砒方法を検討して,こ行する。
3 第 1項の協議が調わない場合および前項の処世がiド手れている場合、一方が催告しても他方がI当
な埋山なくこの処置を行わないときは、白らその処恒を実施し、その費用を求償することができる。

(遅延損害金)
第 14条 請負者の責に帰する:I予山により、契約期間内に型約の工可手が完了できないときは、注文者は
ス
'7滞
日数 1日 につき、消負代金から工可i済部分と搬人工 |」i羽 米‖に対する請負代金相当額を控除した額

に年 146%の割合を来じた額の進約令を請求することができるЭ
2 注文者が請負代金の支払を完了しないときは、請負者は遅i帯 日数の 1日 につき、文払遅滞細に年
146%の害J合を乗じた額の達約令を請求することができるЭ

(個人情報の取扱い)
第 15条 注文考は、この契約が訥負者の総合的な惰村の下、注文者の仲十人1,∫報 (ただし、要門とはイIЧ人
情報を除く)の ‐部が、消負者の指定する施I業者、資材メーカー等の第二者に、この契約の履行及
び工事完了後のアフターメンテナンス等において必要な範囲内に限り利用されることを承話するもの

とする。

(反社会的勢力からの排除)
第 16条 注文者と請負者は、オH手方に次の各号の一にあたるときは、何らのイ‖告をなくして書面をもっ
てこの判約を解除することができる。
一 役員等 (当 ll者が個人である場合にはその者を、当■

'者
が法人である場合にはその役貝または

その支店もしくは常時建設I事の詰負契約を締結する事務所の代表者をいうЭ以下この項におい
て1刺 じЭ)が暴力 lヽ

ll員 によるイく当な行為の防止等に関する法律第二条第六弓にチ兇定する界力阿員 (以
下この項において「暴力 |』員どという∋)であると認められるときЭ
二 界力IJ I暴力回liに よるィく当な行為の防 Ili缶 :に関する法何!第二条第二ぢに規,こする坊ヽ力団をい
う。以下この項において同じ。)ま たは暴力旧1員が経営に実質的に関与していると認められるとき。
三 役員等がら主力凹またはちξ力回員と社会由ウに非難されるべき関係を有していると認められるとき。


